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出典：政策研ニュース No.59 2020年３月「アンメット・メディカル・ニーズに対する医薬品の開発・承認状況－2019年の動向
－」https://www.jpma.or.jp/opir/news/059/pdf/pdf-05-01.pdf

治療満足度・薬剤貢献度から見た開発件数
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世界の承認医薬品におけるアカデミア発シーズ

出典：Nature Review Drug Dis 9:867-882, 2010
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販売名 一般名称 開発者 承認年月 使用・用途
ザーコリ
（ファイザー株式
会社）

クチリゾチニブ 間野博行 先生
自治医科大学
（現 国立がん研究セン
ター)

2012/5 ALK 融合遺伝子陽性の切除不能な進行・再発の
非小細胞肺癌
ROS1融合遺伝子陽性の切除不能な進行・再発
の非小細胞肺癌

ボテリジオ
（協和発酵キリン
株式会社）

モガムリズマブ 上田龍三 先生
名古屋市立大学
（現 名古屋大学）

2012/5 CCR4(+)成人T細胞白血病リンパ腫
再発/難治性CCR4 (+)末梢性T細胞リンパ腫/皮
膚T細胞性リンパ腫

メキニスト
（ノバルティス
ファーマ株式会
社）

トラメチニブ 酒井敏行 先生
京都府立医科大学

2016/3 BRAF遺伝子変異を有する悪性黒色腫 
BRAF遺伝子変異を有する切除不能な進行・再発
の非小細胞肺癌

オプチーボ
（小野薬品工業株
式会社）

ニボルマブ 本庶佑 先生
京都大学

2014/9 悪性黒色腫
切除不能な進行・再発の非小細胞肺癌
根治切除不能又は転移性の腎細胞癌
再発又は難治性の古典的ホジキンリンパ腫
再発又は遠隔転移を有する頭頸部癌
化学療法後増悪治癒切除不能進行・再発胃癌
がん化学療法後に増悪切除不能進行・再発悪性胸膜中皮腫
がん化学療法後増悪治癒切除不能な進行・再発の高頻度マイクロサテ
ライト不安定性結腸・直腸癌
がん化学療法後増悪根治切除不能進行・再発食道癌

日本発アカデミア開発品

いずれも米国で承認された日本発の医薬品！ 7



8出典：厚労省 医薬品産業ビジョン2021より
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000831974.pdf

最近20年間の
医薬品の傾向は
変化している



9出典：厚労省 医薬品産業ビジョン2021より
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000831974.pdf

日本はバイオ
医薬品の開発
に遅れをとっ
ている？
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出典：国立がん研究センターより
https://www.ncc.go.jp/jp/senshiniryo/iyakuhin/
index.html

ドラッグラグとドラッグロス

出典：製薬協政策研ニュースより
https://www.jpma.or.jp/news_room/newsletter
/205/pdf/05pc.pdf



11出典：厚労省 医薬品産業ビジョン2021より
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000831974.pdf

世界の開発は
「新興バイオファーマ」

がカギ！



開発できる国にもかかわらず、輸入超過？
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出典：厚労省 医薬品産業ビジョン2021より
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000831974.pdf

出典：経産省 経済産業省における医療機器・ヘルスケア産業政策について
/https://www.med-device.jp/pdf/repository/meti-seisaku-
202002.pdf



13
出典：厚労省 医薬品産業ビジョン2021 https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000831974.pdf

500億ドル≒7兆5000億円？
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なぜ規制が必要か？
•品質

•どれくらいクリーンで均一なのか？
•どれくらい保存・使用できるのか？

•安全性
•どれくらい体に悪いものなのか？
•子供や高齢者には大丈夫なのか？

•有効性
•どれくらい効くのか？
•人によって効き方は違うのか？

医薬品や医療機器はヒトに使用するもの

規制当局が判断
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厚生労働省の役割

基本政策の企画・立案、法律に基づく
承認や行政命令などの行政措置などの
実施
薬事関連の行政に関しては、
薬機法等の制度設計
審議会への付議
救済判定 など

テレビでこのシーン
を見ますね。
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PMDAの役割
厚生労働省の行政判断の前段階にお
ける審査・調査、データ処理などの
業務を実施

医薬品の審査、調査、治験相談
副作用報告の受理などの安全対策
救済給付金の支給 など
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レギュレーション
医薬品 医療機器 体外診断用

医薬品
再生医療等製品

臨床研究
臨床研究法 ー 再生医療等安全

確保法
先進医療

治験 医薬品医療機器等法、GCP等

種々開発に
関する制度

希少疾病用医薬品等指定制度、先駆的審査指定制度、
条件付き承認制度、先進医療など
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法律
•薬機法、臨床研究法、医師法、健康保険法、個人情報保護法 など

政令
•薬機法施行令、など

省令
• GCP省令、GLP省令、GMP省令、臨床研究法施行規則 など省令

告示
•人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針 など

通知、事務
連絡、Q＆A

•事務連絡、Q＆Aなど

医薬品関連のレギュレーションの法体系
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臨床研究の制度とその活用の道標

非臨床開発

臨床開発

条件付き承認制度

希少疾病用医薬品・医療機器
・再生医療等製品指定制度

先駆的審査指定制度

GMP

GCP

GLP

先進医療

非臨床POC

01

02

03

試験物確定

臨床POC
04

承認申請

保険医療

薬事承認

臨床研究法
再生医療法

（技術ベース）

（モノベース）
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薬機法



レギュレーション
【臨床研究】（研究者による研究、企業は実施不可）
臨床研究法による研究
 あくまでも『研究』の範囲の位置づけ
 倫理委員会の承認があれば、実施可能
 特定臨床研究の場合には、「認定倫理委員会」の承認が必要。

再生医療等安全確保法による研究
 再生医療の提供に関する法律で、再生医療を安全に行う
 加工物は第1~3種に区分け
 施設の「認定倫理委員会」、あるいは厚労省再生医療等評価部会など承認が必要

【治験】（企業主導あるいは医師主導による治験）
 医薬品医療機器等法による実施
 ゴールは製造販売承認で、医薬品や医療機器等の上市、実用化
 PMDAへ治験計画の届出が必要

ルール厳守
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医療製品の分類

開発するモノが決まらないと、何も始まらない

•医薬品
•医療機器
•体外診断薬
•再生医療等製品
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薬効試験や性能試験のデータは十分？

•薬効や性能を示す作用機序やメカニズムは必要（受容体、
抗体、遺伝子などのターゲット）

•理論を証明するための性能を示すデータの存在
•モデル動物などを用いて実証
•医薬品や医療機器などのモノの製造準備
•追試データによる補強も特許出願では必要
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GMPとは

• 「医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理に関する
基準に関する省令」のことで、Good Manufacturing
Practice（GMP）と呼ばれている。

• GMPの基本要件は、①製造段階における人為的な誤りを最
小限にする、②汚染および品質低下を防止する、③より高
度な品質を保証するシステムの設計、である。

• 研究室レベルでの医薬品の製造・品質管理ではないため、
基準を満たすためには大掛かりな設備と費用が伴う。

• 治験薬に関しては、治験薬GMPが該当する。
24



• 「医薬品の安全性に関する非臨床試験の実施の基準に関する
省令」のことで、Good Laboratry Practice（GLP）と呼
ばれている。

• 毒性試験、安全性薬理試験（コアバッテリー）を実施し、非
臨床データとする。

• ヒトに初めて治験薬が投与される際に、このデータの結果が
重要となる。

• 申請に際しては証拠確認（GLP適合性調査）が行われる。

出典：医薬品の安全性に関する非臨床試験の実施の基準に関する省令（H9.3.26 厚生省令第21号）25

GLPとは



安全性薬理試験や毒性試験（GLP試験）は地味
＜毒性試験＞
• 単回、反復毒性
• 遺伝毒性
• がん原性 等

＜安全性薬理試験（コアバッテリー）＞
• 中枢系に及ぼす影響
• 呼吸器系に及ぼす影響
• 循環器系に及ぼす影響

＜薬物動態＞
• 吸収・分布・代謝・排泄（ADME） 26

報告書
・・・
・・・
・・・

毒性試験は研究とは異なる
毒性評価はGLP請負業者での実施
目的により期間と金額が変化
最終的には報告書としてのまとめ



目的（GCP省令第1章第1条より）
被験者の人権の保護、安全の保持及び福祉の向上を図り、治験の科学
的な質及び成績の信頼性を確保すること

GCPとは

• 製造承認のための臨床試験（ヒト）の実施に関する基準
• 治験の準備、管理、実施に関しての詳細な取り決め
（記録を残すことが重要で、ドキュメント作成が煩雑である）

• 開始前には治験届出が必要
• 平成14年薬事法改正より、医師主導治験が可能
• 日米欧共通の基準（ICHやGHTF）にも準拠しており、国内治験をすれば、海外
でも承認申請可能

出典：医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（H9.3.27 厚生省令第28号）
医療機器の臨床試験の実施の基準に関する省令（H17.3.23 厚生労働省令第36号） 27

• 「医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令」のことで、Good Clinical
Practice（GCP）と呼ばれている。



医療機器は、医薬品医療機器等法第2条第4号で以下のように定義づけ
されている。

医療機器
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この法律で「医療機器」とは、
人若しくは動物の疾病の診断、
治療若しくは予防に使用され
ること、又は人若しくは動物
の身体の構造若しくは機能に
影響を及ぼすことが目的とさ
れている機械器具等（再生医
療等製品を除く。）であって、
政令で定めるものをいう。



医療機器の開発プロセスは基礎研究から始まり、非臨床試験、臨床試験（治験）、
承認申請、製造販売となる。

医薬品と異なる点は、世に出たものが最終のものではなく、性能、効果、安全性、
使いやすさ、価格などの観点で改良・改善を繰り返しながら製品化を目指す。

開発には、画一的なガイドラインが存在する訳ではなく、製品の特性に照らして
必要とされる試験項目等の要求事項の抽出、試験の実施、リスク分析を丁寧に行
うことが肝要である

プログラム
医療機器 AI

医療機器
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出典：医療機器プログラムを取り巻く法制度と最近の動向について（厚生労働省 医薬・生活衛生局 医療機器審査管理課 
高村 建人氏）https://www.pref.kyoto.jp/yakumu/documents/kouen1.pdf

医療機器プログラム
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「プログラム医療機器実用化促進パッケージ戦略」（DASH for SaMD*）
（2020年11月24日）

出典：厚労省のホームページ、「プログラム医療機器の実用化促進のための体制強化を行います」より
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/newpage_17760.html

*DX(Digital Transformation) Action Strategies in Healthcare for SaMD
(Software as a Medical Device)

医療機器プログラム
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「プログラム医療機器実用化促進パッケージ戦略」（DASH for SaMD*）
（2020年11月24日）

出典：厚労省のホームページ、「プログラム医療機器の実用化促進のための体制強化を行います」より
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/newpage_17760.html

*DX(Digital Transformation) Action Strategies in Healthcare for SaMD
(Software as a Medical Device)

医療機器プログラム

32

「プログラム医療機器」とは、医療機器のうち「プログ
ラム単体として流通する製品（医療機器プログラム）に
加えて、プログラムを記録した媒体も含むもの」と定義

されています。 



• 「臨床性能試験の試験成績に関する資料」は、体外診断用医薬品のう
ち人の身体に直接使用されないものに関しての臨床試験の試験成績に
関する資料であること。

• 施設及び検体数は、原則として2施設以上150検体（正常範囲の検体
も含む。）以上とする。なお、検体数については、統計学的に解析が
可能で臨床的に充分評価できるものであれば、この限りではない。

• 外国で実施された臨床性能試験成績を活用することは原則可能である
が、日本人と外国人の人種的な差並びに日本と外国の環境因子及び医
療実態の差等が当該体外診断用医薬品の性能、臨床的意義に与える影
響を考慮し判断すること。

体外診断用医薬品
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• コンパニオン診断薬は、特定の医薬品の有効性や安全性を一層高めるた
めに、その使用対象患者に該当するかどうかなどをあらかじめ検査する
目的で使用される診断薬をいう

• コンパニオン診断薬等とは、特定の医薬品の有効性又は安全性の向上等
の目的で使用する以下の①～③のいずれかに該当するものであって、当
該医薬品の使用に不可欠な体外診断用医薬品又は医療機器（単に疾病の
診断等を目的とする体外診断用医薬品又は医療機器を除く。）であるこ
と。
① 特定の医薬品の効果がより期待される患者を特定するための体外診断用医薬品又は医療機器
② 特定の医薬品による特定の副作用について、それが発現するおそれの高い患者を特定するための体外診断用
医薬品又は医療機器
③ 特定の医薬品の用法・用量の最適化又は投与中止の判断を適切に実施するために必要な体外診断用医薬品又
は医療機器

体外診断用医薬品
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再生医療等製品は、医薬品医療機器等法第2条に以下のように定義づけさ
れている

1) 次に掲げる医療又は獣医療に使用されることが目的とされている物の
うち、人又は動物の細胞に培養その他の加工を施したもの
① 人又は動物の身体の構造・機能の再建・修復又は形成
② 人又は動物の疾病の治療又は予防

2) 人又は動物の疾病の治療に使用されることを目的とされている物のう
ち、人又は動物の細胞に導入され、これらの体内で発現する遺伝子を含有
させたもの

再生医療等製品
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• 原材料（感染伝播の防止対策）
① 使用させるすべての生物由来成分の列挙
② 各成分が生物由来原料基準への適合性の確認

• 中間・最終製品の品質
① 品質管理方法
② 最終製品の安定性

• 非臨床安全性
① 製造工程由来の不純物の評価
② 造腫瘍性の評価
③ 製品特性、適用方法などを踏まえた一般毒性評価

• 臨床評価
①希少疾患や難病での少数例の安全性と有効性評価

再生医療等製品
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本日の内容

•医薬品開発の変遷
•日本の臨床開発に関する規制
•臨床開発ための制度
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臨床研究の制度とその活用の道標

非臨床開発

臨床開発

条件付き承認制度

希少疾病用医薬品・医療機器
・再生医療等製品指定制度

先駆的審査指定制度

GMP

GCP

GLP

先進医療

非臨床POC

01

02

03

試験物確定

臨床POC
04

承認申請

保険医療

薬事承認

臨床研究法
再生医療法

（技術ベース）

（モノベース）
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薬機法



•指定を受けるための基準
• 日本において対象患者数5万人未満の疾患に用いる医薬品
•  医療上、特にその必要性が高い医薬品（代替医薬品や治療方法
がない、既存の医薬品と比べ、著しく有効性・安全性が高い）

•  開発の可能性が高い医薬品（使用する理論的根拠および開発計
画の妥当性がある）

出典：希少疾病用医薬品指定品目一覧表
医薬基盤研HPより（http://www.nibio.go.jp/shinko/orphan/kisyoiyaku-hyo1.html）

希少疾病用医薬品などの指定制度
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•助成金の交付
•医薬品医療機器総合機構による指導・助言
•税制措置
•優先審査
•承認審査に係る手数料の減額
•再審査期間の延長

出典：厚生労働省HPより（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000068484.html）

希少疾病用医薬品や医療機器の支援措置
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この審査指定制度は、
患者に世界で最先端の
医薬品、医療機器・体
外診断用医薬品・再生
医療等製品を最も早く
提供することを目指し
た制度である。

先駆的医薬品・医療機器・体外診断用医薬品・再生医
療等製品審査指定制度

41出典：厚生労働省HP https://www.mhlw.go.jp/content/10601000/000954228.pdf



要件 項目

(1) 治療薬、治療法／
診断法の画期性

【医薬品】
原則として、既承認薬と異なる新作用機序であること、既承認薬と同じ作用 機序であっても開発対象と
する疾患への適応は初めてであること、又は、革新的な薬物送達システムを用いていること。
【医療機器・体外診断用医薬品・再生医療等製品】
原則として、医療機器にあっては新規原理（新医療機器等）、体外診断用医薬品にあっては新規原理／新
規測定項目、再生医療等製品にあっては新規作用機序を有すること。

(2) 対象疾患の重篤性
以下のいずれかの疾患に該当するものであること。
・ 生命に重大な影響がある重篤な疾患
・ 根治療法がなく症状（社会生活が困難な状態）が継続している疾患

(3) 対象疾患に係る極めて高
い有効性

既承認薬若しくは既存の治療法／診断法が存在しない又は既存の治療薬若しくは治療法／診断法に比べて
有効性の大幅な改善が見込まれること、又は、著しい安全性の向上が見込まれること。

(4) 世界に先駆けて日本で早
期開発・申請する意思・体
制

日本における早期開発を重視し、世界に先駆けて日本で承認申請される（同時申請も含む）予定のもので
あり、承認申請できる体制を有していること。
【医薬品】
国内での開発が着実に進んでいることが確認できる以下の両方に該当する治療薬であることが望ましい。
・First In Human（FIH）試験が日本で行われたもの
・Proof Of Concept（POC）試験が日本で行われたもの

【医療機器・体外診断用医薬品・再生医療等製品】
非臨床試験の結果等により、有効性等が一定程度期待できる医療機器、体外診断用医薬品又は再生医療等
製品であって、日本を含めた形で治験を実施するものが望ましい。

指定を受けるには表に示した（1）～（4）のすべての指定要件に該当することが必要である。

42

先駆的医薬品・医療機器・体外診断用医薬品・再生医
療等製品審査指定制度



• 優先相談
• 事前評価の充実

PMDAにおいて実施されている「先駆け総合評価相談 」を受けることができ
る

• 優先審査
• コンシェルジュ（審査パートナー制度）

PMDAにおいて指名される審査パートナーが、指定品目の開発に関して進捗管
理の相談、承認申請者及び承認審査関係部署との調整

• 再審査期間（医薬品のみ）
個別に審査の過程で判断する（最長10年）

先駆的審査指定による優先的な取り扱いをうけることが可能

先駆的審査指定制度
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条件付き承認制度

44

重篤な疾患であって有効な治療法
が乏しく患者数が少ない疾患等を
対象とする医薬品や医療機器は、
日本での治験実施が困難、あるい
は実施可能であっても治験の実施
にかなりの長時間を要する場合に、
状況に応じて個別に検討し、検証
的試験の成績を求めることなく、
市販後に必要な調査等を実施する
ことを承認条件として当該医薬品
の製造販売承認が行われる。これ
を条件付き承認制度という。



1. 以下に分類して総合的に評価した結果、適応疾患が重篤であると認められる
こと
① 生命に重大な影響がある疾患（致死的な疾患）であること
② 病気の進行が不可逆で、日常生活に著しく影響を及ぼす疾患であること
③ その他

2. 以下に分類して総合的に評価した結果、医療上の有用性が高いと認められる
こと
① 既存の治療法、予防法又は診断法がないこと
② 有効性、安全性、肉体的・精神的な患者負担の観点から、医療上の有用性が既存の治療法、

予防法又は診断法より優れていること
3. 検証的臨床試験の実施が困難であるか、実施可能であっても患者数が少ない
こと等かにより実施に相当の期間を要すると判断されること

4. 検証的臨床試験以外の臨床試験等に成績により、一定の有効性、安全性が示
される判断されること

条件付き承認制度
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46

日刊薬業 2024年6月25日（火）

「開発販売戦略の変更」
条件・期限付き製造販売承認をいった
ん取り下げる。
（⇒本製品は使用できなくなる）

二重盲検試験で実施した国内P3試験と
米国の後期P2試験の結果を中心に申請
データパッケージを再構築することに
なった。
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日刊薬業 2024年7月22日（月） 日刊薬業 2024年7月23日（火）

「ハートシート」は条件付・期限付の承認の条件
を解除し、本承認は適切ではない、という判断。
理由は「対照群に対する優越性を示せなかった」

製造販売元は「ハートシート」の販売を終了する
ことになった。



• 『評価療養』の一つであり、保険収載に向けた臨床研究法に則って行われ
る臨床研究

• 保険医療との併用が可能
• 厚労大臣が定める施設基準に適合する医療機関で実施

48

先進医療A 先進医療B
技術内容 1.未承認又は適応外の医薬品、医療機器若しくは再

生医療等製品の使用を伴わない医療技術
2.以下の医療技術であって、当該検査薬等の使用に
より人体への影響が極めて小さいもの
（1）未承認又は適応外の体外診断用医薬品の使
用を伴う医療技術
（2）未承認又は適応外の検査薬の使用を伴う医
療技術

1.未承認又は適応外の医薬品、医療機器若しくは再
生医療等製品の使用を伴う医療技術

2.未承認又は適応外の医薬品、医療機器若しくは再
生医療等製品の使用を伴わない医療技術であって、
当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、その実
施に係り、実施環境、技術の効果等いついて特に
重点的な観察・評価を要するものと判断されるも
の

実施体制 施設基準に適合する体制で実施 具体的な内容は先進医療会議において医療技術ごと
に要件設定

届出と審議 届出により施設可能 試験計画を先進医療技術審査部会が評価
具体例 遺伝子診断、遺伝子解析、陽子線治療 等 がんワクチン療法、膵島移植 等

先進医療

48

ゴールは保険医療



本日の内容

•医薬品開発の変遷
•日本の臨床開発に関する規制
•臨床開発ための制度
•アカデミアにおける臨床開発
•まとめ

49



治験＝臨床開発＝事業

日本の臨床研究と治験との関係

臨床研究＝研究

 治験＝臨床開発であれば、臨床研究≠臨床開発

 アカデミアは医薬品や医療機器の承認申請はできない

 薬機法により、医師主導治験は可能であるが、薬機法そのも
のが企業治験を想定している。

 アカデミアは大規模な治験や多施設治験はほぼ不可能

 治験は大きな事業

50



なぜ臨床研究がデータとなりえないのか？

アカデミアの臨床研究の先は
いったい何？

 エンドポイントなどが客観性に乏しい。
 症例数の根拠が乏しい。
 デザインを決めずにデータの結果を解析する。

アカデミアの臨床開発における使命は？

品質保証の問題！
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先ずは、しっかりとした臨床研究を実施することが重要！

アカデミアでの開発が必要な理由

アカデミアでの高い評価の研究を早期に臨床に役立てる。

希少疾病などは、企業の臨床開発の対象になりにくい。

細胞治療などの再生医療はアカデミアが特異な分野である。

新しいがモダリティを用いた研究も積極的に実施可能である。
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POC Studyや医師主導治験は簡単ではない！

適格基準、客観的な指標、症例数

法令遵守

試験デザイン

被験者の保護

治験は薬機法やGCP、臨床研究は臨床研究法や再生
安全確保法

安全管理、補償 など
品質管理・品質保証
データマネジメント、モニタリング など
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臨床研究の意義は革新的な医療の開発
 企業ではできない医療にチャレンジする。

 品質保証の担保された臨床試験を実施する。

 少数例でのPOC studyをする。

 医療技術などの先進医療や高度医療をすすめる。

 臨床研究を突破口にし、一般医療化へ加速する。
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アカデミアにおける臨床開発の流れ

55
成功のカギは最初の準備で決まる！
 企業との調整 ● 規制当局との調整
 資金の調達 ● モノの製造



PMDAへ開発相談
• PMDAでは、医薬品、医療機器、再
生医療等製品の治験や申請資料に関
する相談に対し、対面で指導・助言
を行っている。

• 平成23年7月より、日本発の革新的
医薬品・医療機器・再生医療等製品
の創出に向けて、シーズ発見後の大
学・研究機関、ベンチャー企業を主
な対象として、臨床開発初期（POC
（Proof of Concept）試験までに必
要な試験・治験計画策定などに指
導・助言を行う「レギュラトリーサ
イエンス戦略相談（RS戦略相
談）」を開始している 56



臨床研究の制度とその活用の道標

非臨床開発

臨床開発

条件付き承認制度

希少疾病用医薬品・医療機器
・再生医療等製品指定制度

先駆的審査指定制度

GMP

GCP

GLP

先進医療

非臨床POC

01

02

03

試験物確定

臨床POC
04

承認申請

保険医療

薬事承認

臨床研究法
再生医療法

（技術ベース）

（モノベース）
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薬機法



本日の内容

•医薬品開発の変遷
•日本の臨床開発に関する規制
•臨床開発ための制度
•アカデミアにおける臨床開発
•まとめ
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まとめ

•医薬品開発は世界ではバイオ医薬品が中心として、日本
ではドラックラグやドラックロスになっている

•治験は承認申請を目的とする臨床試験であり、国のルー
ルに基づいて実施し、データは科学的に評価される。

•アカデミアでは、革新的医療製品開発をチャレンジでき
る環境にある
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ご清聴ありがとうございました
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